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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　減圧下で被処理基板を載置する電極に電力を印加することで前記被処理基板に薄膜回路
を形成するプラズマ処理方法において、
　前記被処理基板にプラズマ処理を施す以前に、前記被処理基板を前記電極から離した状
態で、前記被処理基板の表面及び裏面を不活性ガスを主体とするガス中で帯電電荷除去用
プラズマに曝し、前記被処理基板の前記表面及び裏面に帯電した電荷を取り除くことを特
徴とするプラズマ処理方法。
【請求項２】
　上記帯電電荷除去用プラズマはプラズマ処理時の高周波電力の１／３以下であることを
特徴とする請求項１に記載のプラズマ処理方法。
【請求項３】
　上記帯電電荷除去用プラズマは０．１～１．０Ｗ／ｃｍ２であることを特徴とする請求
項１又は２に記載のプラズマ処理方法。
【請求項４】
　上記帯電電荷除去用プラズマに前記被処理基板を曝し、前記被処理基板の前記表面及び
裏面に帯電した電荷を取り除くことにより、上記被処理基板の表裏両面と上記電極の表面
とを同電位とすることを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載のプラズマ処理方
法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体および薄膜ディスプレイ産業における、薄膜回路形成方法に利用でき
るものであり、特に絶縁性の高い基板であるガラスや石英、化合物半導体等の上にトラン
ジスター素子形成可能なプラズマ処理方法に関し、プラズマ処理前の被処理基板は既に電
価が蓄積した状態にあり、この状態の前記被処理基板をプラズマ処理すると、デバイスダ
メージやデバイス破壊を発生させる事に対して、効率的に軽減することのできるプラズマ
処理方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、薄膜素子製造分野において、製造コスト削減や環境保護の観点から、工程簡略や
製造方法の環境負荷の少ない製造方法に変更を望む声が高まっており、従来の薬液による
工法から、プラズマを応用した薄膜加工する工法及び、装置が望まれている。
【０００３】
　しかしながら、上記薄膜素子デバイスでは、多岐にわたる製造工程を経て製造されてお
り、たとえば熱処理であり、水洗処理であり、プラズマを応用した処理であったりするこ
とから、常に様々な要因により、被処理基板の表裏に電荷の蓄積が発生することになる。
【０００４】
　プラズマを応用した薄膜加工および装置はプラズマを真空中にて発生させ、プロセスガ
スを乖離させ、イオンやラジカルにより物理的、化学的な反応を組み合わせた加工を行う
ため、被処理基板上にますます多量な電荷を発生させることになる。
【０００５】
　多量に発生した電荷は、薄膜回路の構成上、金属膜と金属膜の間を絶縁する為の絶縁膜
が薄膜形成されているが、耐電圧には閾値を持つことになり、その閾値を超えるような電
荷を被処理基板が帯び、帯電した場合には絶縁膜の破壊が発生し、薄膜回路を形成しえな
くなる。この為、なるべく被処理基板上にチャージしないようなプラズマにするか、チャ
ージした電荷をプラズマプロセス上の工夫で低減する取り組みを実施してきた。
【０００６】
　以下、図３に代表的なドライエッチング装置形態について説明する。
【０００７】
　１０１はドライエッチ処理するためのプラズマ処理容器、１０１ａはプロセスガスおよ
び、不活性ガス導入装置、１０２は被処理基板１１２を載置するためのプラズマを発生さ
せる機能を具備した電極、１０３は真空排気装置、１０４はプラズマ処理容器へ被処理基
板１１２を真空圧力の状態で出し入れする真空移載容器、１０４ａは真空排気装置、１０
４ｂは不活性ガス導入装置、１０５はプラズマ処理容器１０１と真空移載容器１０４の隔
壁となり開閉機構を有するゲート扉、１０６は真空搬送機構、１０６ａは真空搬送機構１
０６と連動し、被処理基板１１２を電極１０２上へ載置するために動作するリフトピン、
１０７は大気状態から真空状態へ容器内を減圧する動作やその逆に、真空状態から大気状
態へ加圧する動作ができる機能を有するロードロック容器、１０７ａは真空排気装置、１
０７ｂは不活性ガス導入装置、１０８は真空移載容器１０４とロードロック容器１０７の
隔壁となり開閉機構を有するゲート扉、１０９はロードロック容器１０７を真空に保持す
るためのゲート扉、１１０は被処理基板１１２を収納している基板収納装置、１１１は基
板収納装置１１０より被処理基板１１２を取り出し、前記ロードロック容器１０７へ移載
するための大気搬送機構である。
【０００８】
　以上のように構成されたドライエッチング装置について、以下にその動作について説明
する。
【０００９】
　まず、被処理基板１１２を、基板収納装置１１０より大気搬送機構１１１にて取り出し
、ロードロック容器１０７に不活性ガス導入装置１０７ｂより不活性ガスをパージして大
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気状態にし、ゲート扉１０９を開き、大気搬送機構１１１によって、被処理基板１１２を
ロードロック容器１０７へと搬送する。
【００１０】
　続いて、ゲート扉１０９を閉じて、ロードロック容器１０７において、不活性ガス導入
装置１０７ｂの動作を止め、排気装置１０７ａより排気し、一定の圧力にまで真空排気が
完了した後、ゲート扉１０８を開く。真空移載容器１０４は排気装置１０４ａが常時真空
排気動作しており常に真空状態を保持した状態となっている。真空搬送機構１０６により
ロードロック容器１０７に載置されている被処理基板１１２を取り出し、真空移載容器１
０４へと移載して、ゲート扉１０８を閉じる。
【００１１】
　プラズマ処理容器１０１にある真空排気装置１０３は常時真空排気動作しており容器内
は常に真空状態を保持している。ゲート扉１０５が開き、真空移載容器１０４内の真空搬
送機構１０６にある被処理基板１１２はプラズマ処理容器１０１の電極１０２へ移載され
、リフトピン１０６ａ上に被処理基板１１２を載置後、ゲート扉１０５が閉まり、リフト
ピン１０６ａが下降し電極１０２上に被処理基板が載置され、その後、プラズマ処理が行
われる。
【００１２】
　プラズマ処理終了後、Ｎ２やＯ２等のガスによる除電プロセスといわれる、プラズマの
発生領域を圧力やパワーにより変化させて、被処理基板１１２上に帯電した電荷を除去す
るプロセス処理後、またはプロセス処理中にリフトピン１０６ａが上昇し、被処理基板１
１２を上昇させる。
【００１３】
　その後、ゲート扉１０５が開き、真空搬送機構１０６により、プラズマ処理容器１０１
内のリフトピン１０６ａ上にある被処理基板１１２は、プラズマ処理容器１０１内より取
り出され、真空移載容器１０４内に移載される。
【００１４】
　このとき、プラズマ処理容器１０１の真空排気装置１０３はプラズマ処理後の反応生成
物が前記真空移載容器１０４へ流入しないように排気動作をしている。ゲート扉１０５が
閉じ、次に、ゲート扉１０８が開き、真空移載機構１０６により被処理基板１１２はロー
ドロック容器１０７へと移載され、ゲート扉１０８が閉まる。ロードロック容器１０７内
の真空排気装置１０７ａが停止し、不活性ガス導入装置１０７ｂより不活性ガスがパージ
され、ロードロック容器１０７内は真空圧状態から大気圧状態へとなり、ゲート扉１０９
が開き、大気搬送機構１１１により、ロードロック容器１０７内にある被処理基板１１２
が取り出され、基板収納装置１１０へと収められる。特許文献１～３参照。
【００１５】
【特許文献１】特開平７－１０６３１４号公報
【特許文献２】特許第３２２７８１２号
【特許文献３】特許第３１７０８４９号
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　しかしながら、プラズマ処理容器１０１内にて被処理基板１１２がプラズマ処理終了後
、除電プロセス終了後、ゲート扉１０５が開き、真空搬送機構１０６により、プラズマ処
理容器１０１内の電極１０２上にある被処理基板１１２が、プラズマ処理容器１０１内よ
り取り出され、真空移載容器１０４内に移載される時に、被処理基板１１２の表面に残留
帯電した電荷の電位値は図４（ｂ）に示すような挙動を示す。
【００１７】
　プラズマ処理後の被処理基板１１２の表面に帯電した電荷は、前記ゲート扉１０５を通
過する時に最大電位値を示し、その後も高い電位を保持した状態で被処理基板１１２が真
空移載容器１０４に載置される。被処理基板１１２が真空中において移載される際に変化
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する帯電位が被処理基板１１２上に成膜された絶縁膜の耐電圧閾値１０２ａを超えた時に
、絶縁破壊を起こす問題点がある。
【００１８】
　これは、図５に示すように、前記被処理基板１１２が移載する際に、前記被処理基板１
１２の表面に帯電した電荷－Ｑが対向して分極している前記電極１０２表面の電荷＋Ｑ（
この時点では、前記被処理基板１１２の裏面と前記電極１０２の表面との間の距離ｄが限
りなく大きいため、（式１）の公式には当てはまらない）から、前記プラズマ処理容器の
底面、ゲート扉１０５の底面、真空移載容器１０４の底面へと移り変わる時に、下記の公
式（式１）に当てはまる距離ｄが存在している場合に限る。
【００１９】
【数１】

　ただし、Ｃｇは距離ｄのギャップでのコンデンサー容量、Ｖｇは距離ｄのギャップでの
電位差、Ｓは面積、ｄは距離、εは誘電率である。なお、図５中、Ｖｇｍａｘは距離ｄで
の最大ギャップでの電位である。
前記（式１）から分かるように、ｄ（距離）に影響される領域（ｄｍｉｎ）に達した時に
、Ｖｇが上昇する可能性があるためと考えられる。
【００２０】
　無論、被処理基板１１２の表面電位が最も上昇するのは、電極１０２より被処理基板１
１２が離れる瞬間であることは、容易に想像がつくが、そのとき、絶縁破壊を免れても、
被処理基板１１２の一部が、ゲート扉１０５を通過しているため、被処理基板１１２の一
部分のみ表面の電位が異常に上昇する可能性があり、その部分で絶縁破壊が起こると想像
されている。
【００２１】
　また、絶縁破壊が起こらなくても、一般的にダメージといわれる、被処理基板１１２上
に形成される活性な状態を保った薄膜は、電荷の局所的な上昇で、薄膜内部の組成を変化
させ、薄膜が持つ特性、性能を劣化させる要因ともなる。
【００２２】
　一般的な真空量産設備は、ゲート扉開閉時の圧力損失を小さくするため、ゲート扉を限
りなく小さく製作している。被処理基板１１２がゲート扉１０５を通過する地点での、被
処理基板１１２とゲート扉１０５の距離は、限りなく被処理基板１１２とゲート扉１０５
が近くなり静電容量の基本公式の影響を受ける範囲となることになる。被処理基板１１２
上の一部分で電位Ｖｇが、電極１０２上にあるときよりも高い値を示すこととなる。
【００２３】
　上記内容は、真空中にて被処理基板１１２を移載する限り、蓄積された電荷は放電され
る場所がないため、大気状態になるまでは、非常に高いレベルで電荷を保った状態のまま
となるため、量産設備の形態によっては、ゲート扉１０５だけではなく、他の部分におい
ても、（式１）の影響を受けやすいこともありえる。
【００２４】
　本発明は、このような従来の問題点に鑑み、プラズマ処理後に被処理基板を移載する際
に変化する被処理基板上の電荷量を軽減する事が可能なプラズマ処理方法を提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００２５】
　上記目的を達成するために、本発明は以下のように構成する。
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【００２６】
　本発明の第１態様によれば、減圧下で被処理基板を載置する電極に電力を印加すること
で前記被処理基板に薄膜回路を形成するプラズマ処理方法において、
　前記被処理基板にプラズマ処理を施す以前に、前記被処理基板を前記電極から離した状
態で、前記被処理基板の表面及び裏面を不活性ガスを主体とするガス中で帯電電荷除去用
プラズマに曝し、前記被処理基板の前記表面及び裏面に帯電した電荷を取り除くことを特
徴とするプラズマ処理方法を提供する。
　本発明の第２態様によれば、上記帯電電荷除去用プラズマはプラズマ処理時の高周波電
力の１／３以下であることを特徴とする第１の態様に記載のプラズマ処理方法を提供する
。
　本発明の第３態様によれば、上記帯電電荷除去用プラズマは０．１～１．０Ｗ／ｃｍ２

であることを特徴とする第１又は２の態様に記載のプラズマ処理方法を提供する。
　本発明の第４態様によれば、上記帯電電荷除去用プラズマに前記被処理基板を曝し、前
記被処理基板の前記表面及び裏面に帯電した電荷を取り除くことにより、上記被処理基板
の表裏両面と上記電極の表面とを同電位とすることを特徴とする第１～３のいずれか１つ
の態様に記載のプラズマ処理方法を提供する。

【発明の効果】
【００２７】
　本発明によれば、前記被処理基板にプラズマ処理を施す以前に、不活性ガスを主体とす
るガス中で帯電電荷除去用プラズマに被処理基板をすることにより、被処理基板の持つ初
期電荷をプラズマ処理直前に除去して被処理基板の表裏両面と電極の表面とを同電位とし
て、プラズマ処理後に発生するプラズマダメージを防止できるプラズマ処理方法を提供す
ることができる。
【００２８】
　従来、一般的には、プラズマ処理前には、プラズマ処理室の壁面に付着した反応性生物
などが舞って被処理基板に付着してパーティクル不良となる可能性があるため、プラズマ
放電することは考えられていなかった。しかしながら、近年、パーティクル不良の比率よ
りも、被処理基板が搬送中に帯電し、帯電した被処理基板を、別の電位で帯電している電
極に載置するときに生じる不良の比率の方が多くなる傾向がある。そこで、本発明は、パ
ーティクル不良とならないようにプラズマ処理室の壁面に付着した反応性生物などが舞う
のを極力抑えつつ、最低限のプラズマを生じさせて、被処理基板の表裏両面と電極の表面
とを同電位にするようにしたものである。言い換えれば、処理基板の表裏両面と電極の表
面とを同電位とすることができるような最低限のプラズマすなわち帯電電荷除去用プラズ
マを生じさせることにより、プラズマ処理後に発生するプラズマダメージをより効果的に
防止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　以下に、本発明にかかる実施の形態を図面に基づいて詳細に説明する。
【００３０】
　本発明の第１実施形態にかかるプラズマ処理方法および装置について、図面を参照しつ
つ説明する。
【００３１】
　以下、図１Ａ及び図１Ｂ及び図２に第１実施形態プラズマ処理方法および装置について
の代表的なドライエッチング装置及び方法について説明する。１はドライエッチ処理する
ためのプラズマ処理容器（プラズマ処理室の一例）、１ａはプラズマ処理前の帯電電荷除
去時にプラズマ処理容器１内に不活性ガスを導入する不活性ガス導入装置、１ｂはプラズ
マ処理時にプラズマ処理容器１内にプロセスガスを導入するプロセスガス導入装置である
。また、２は被処理基板１２を載置する為のプラズマを発生させる機能を具備する電極、
２ａは高周波電源、２ｂは接地された対向電極、２ｃは高周波電源２ａと電極２との間介
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在させられたインピーダンス整合回路であるマッチングボックスである。また、３はプラ
ズマ処理容器１内を減圧するポンプなどの真空排気装置、４はプラズマ処理容器１との間
で被処理基板１２を真空圧力の状態で出し入れするためにプラズマ処理容器１に隣接され
た真空移載容器（真空移載室の一例）、４ａは真空移載容器４内をプラズマ処理容器１と
同様に減圧するポンプなどの真空排気装置、４ｂは真空移載容器４内にＮ２ガスを導入す
るＮ２ガス導入装置、５はプラズマ処理容器１と真空移載容器４の隔壁となり開閉機構を
有するゲート扉、６は共に真空状態のプラズマ処理容器１と真空移載容器４との間で被処
理基板１２を搬送する真空搬送機構である。また、６ａはプラズマ処理容器１内で被処理
基板１２と電極２を分離するために使われるリフトピン、６ｂはリフトピン６ａを昇降さ
せるモータやエアシリンダなどのリフトピン昇降装置、７は大気状態から真空状態へ容器
内を減圧する動作やその逆に、真空状態から大気状態へ加圧する動作ができる機能を有す
るロードロック容器（ロードロック室の一例）、７ａは前記ロードロック容器７での前記
減圧動作を行うポンプなどの真空排気装置、７ｂはＮ２ガス導入装置である。また、８は
真空移載容器４とロードロック容器７の隔壁となり開閉機構を有するゲート扉、９はロー
ドロック容器７を真空に保持するためのゲート扉、１０は被処理基板１２を収納する基板
収納装置である。また、１１は基板収納装置１０より被処理基板１２を取り出し、前記ロ
ードロック容器７へ移載するためのロボットアームなどの大気搬送機構である。また、１
０００は不活性ガス導入装置１ａとプロセスガス導入装置１ｂと高周波電源２ａとマッチ
ングボックス２ｃと真空排気装置３と真空排気装置４ａとＮ２ガス導入装置４ｂとゲート
扉５と真空搬送機構６とリフトピン昇降装置６ｂと真空排気装置７ａとＮ２ガス導入装置
７ｂとゲート扉８とゲート扉９と基板収納装置１０と大気搬送機構１１との動作をそれぞ
れ制御する制御装置である。
【００３２】
　以上のように構成されたドライエッチング装置について、以下にその動作について説明
する。以下の動作は制御装置１０００で動作制御される。
【００３３】
　まず、被処理基板１２を、基板収納装置１０より大気搬送機構１１にて取り出し、ロー
ドロック容器７に不活性ガス導入装置７ｂよりＮ２ガスをパージして大気状態にし、ゲー
ト扉９を開き、大気搬送機構１１によって、被処理基板１２をロードロック容器７へと搬
送する。続いて、ゲート扉９を閉じて、ロードロック容器７において、不活性ガス導入装
置７ｂの動作を止め、排気装置７ａより排気し、一定の圧力にまで真空排気が完了した後
、ゲート扉８を開く。
【００３４】
　真空移載容器４は排気装置４ａが常時真空排気動作しており常に真空状態を保持した状
態となっている。真空搬送機構６によりロードロック容器７に載置されている被処理基板
１２を取り出し、真空移載容器４へと移載して、ゲート扉８を閉じる。プラズマ処理容器
１にある真空排気装置３は常時真空排気動作しておりプラズマ処理容器１内は常に真空常
置を保持した状態となっている。ゲート扉５が開き、真空移載容器４内の真空搬送機構６
にある被処理基板１２はプラズマ処理容器１のリフトピン６ａ上に移載され、ゲート扉５
が閉まる。
【００３５】
　リフトピン６ａ上に被処理基板１２が保持された状態において、不活性ガス導入装置１
ａから不活性ガスをプラズマ処理容器１内に導入して、高周波電源２ａから高周波電力を
電極２へ印加して、不活性ガスが主体とするガス中で被処理基板１２がエッチングされた
り薄膜が形成されたりしない程度の微弱な帯電電荷除去用プラズマを発生させる。すなわ
ち、ここでは、Ｎ２ガスなどの不活性ガスを不活性ガス導入装置１ａより導入し、真空排
気装置３にて、プラズマ処理容器１内を４０Ｐａ程度に調圧し、高周波電源２ａより０．
１Ｗ／ｃｍ２の高周波電力を電極２へ印加した微弱な帯電電荷除去用プラズマを５秒間発
生させ、被処理基板１２の表裏両面と電極２の表面の前処理除電を行って被処理基板１２
の表裏両面と電極２の表面とを同電位とする。その後、リフトピン６ａがリフトピン昇降
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装置６ｂの駆動により下降し、電極２上へ被処理基板１２が載置され、不活性ガス導入装
置１ａからの不活性ガスの導入を停止するとともに、プロセスガスをプロセスガス導入装
置１ｂより導入し、被処理基板１２の一例として８インチのウェハに対して所望のプラズ
マ処理が、例えば１００～１５０Ｗ／ｃｍ２の高周波電力を高周波電源２ａより電極２へ
印加して、行われる。所望のプラズマ処理を行うとき、被処理基板１２のメタル系薄膜に
対しては塩素系のガスをプロセスガスとして導入し、シリコンの被処理基板１２に対して
はフッ素系のガスをプロセスガスとして導入し、被処理基板１２のレジストなどのプラズ
マ処理に対しては酸素系のガスをプロセスガスとして導入して、所望のプラズマ処理、例
えば、エッチングや薄膜形成やレジスト除去などの処理を行う。
【００３６】
　ここで、前記不活性ガスが主体とするガス中で被処理基板１２がエッチングされたり薄
膜が形成されたりしない程度の微弱なプラズマを発生させるときに使用する高周波電力は
、プラズマ処理時の高周波電力の１／３以下、又は、０．１～１．０Ｗ／ｃｍ２が好まし
い。時間は１０秒以下が好ましい。
【００３７】
　不活性ガスは、Ａｒ、Ｈｅ、Ｎ２、Ｈ２、気化したＨ２Ｏガスの少なくとも１つのガス
である。
【００３８】
　また、被処理基板１２と電極２の前処理除電を行ったのちにリフトピン６ａが下降する
ものに限られず、被処理基板１２と電極２の前処理除電を行いながらリフトピン６ａが下
降するようにしてもよい。
【００３９】
　前述するように微弱プラズマによる前処理を行った場合と、行わない場合において、プ
ラズマ処理容器１内において真空中で非接触表面電位計にて、被処理基板１２上の帯電位
を測定した。その結果、被処理基板１２の表面に蓄積される電荷は、表１のようになる。
【００４０】
【表１】

　従来は所望のプラズマ処理中にプラズマから発生し与えられる電荷によって、プラズマ
ダメージや絶縁破壊が発生すると考えられていた。
【００４１】
　しかしながら、本発明の元となる上記評価結果より、処理前に蓄積された、被処理基板
１２の表裏にある電荷に、所望のプラズマ処理で被処理基板１２の表側だけに帯電される
電荷が加わることで、被処理基板１２の表裏の電荷バランスを乱し、薄膜回路上のデバイ
スに悪影響を及ぼし、プラズマダメージや絶縁破壊を発生させていると考えられる。
【００４２】
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　被処理基板１２が初期から持つ電荷は、前工程での熱処理や水洗処理、或いは被処理基
板１２を大気中で搬送している過程での摩擦帯電、また基板収納装置１０よりロードロッ
ク容器７へ移載され、大気圧から真空状態へ排気されるときに、摩擦帯電される電荷であ
ると推測される。
【００４３】
　よって、所望のプラズマ処理を行う直前に、前処理として微弱プラズマにより被処理基
板１２の表裏及び電極２の表面を同時に除電処理を行うことで、被処理基板１２の表裏両
面と電極２の表面とをプラズマという媒体を通じて同電位とすることにより被処理基板１
２の表裏両面と電極２の表面とを除電して、プラズマ処理後に発生するプラズマダメージ
、例えば、薄膜回路上のデバイスにプラズマダメージや絶縁破壊を発生させることを効果
的に防止できる。
【００４４】
　その後、リフトピン昇降装置６ｂの駆動によりリフトピン６ａが上昇し、電極２上から
被処理基板１２が離される。次いで、ゲート扉５が開き、真空搬送機構６により、プラズ
マ処理容器１内のリフトピン６ａ上にある被処理基板１２は、プラズマ処理容器１内より
取り出され、真空移載容器４内に移載される。
【００４５】
　また、プラズマ処理終了後、Ｎ２やＯ２などのガスによる除電プロセスにて、被処理基
板１２の表裏両面及び電極２の表面上に帯電した電荷を除去するプロセス処理を行うこと
で、一層、ダメージの抑制効果が発揮される。
【００４６】
　その後、Ｎ２ガス導入装置４ｂを停止させ、ゲート扉５を閉じ、真空排気装置４ａを動
作させ、真空移載容器４内を所定の圧力以下まで排気し、真空排気装置３にて、プラズマ
処理容器１内も所定の圧力以下まで排気する。次に、前記ゲート扉８が開き、真空移載機
構６により被処理基板１２はロードロック容器７へと移載され、ゲート扉８が閉まる。ロ
ードロック容器７内の真空排気装置７ａが停止し、不活性ガス導入装置７ｂより不活性ガ
スがパージされ、ロードロック容器７内は真空圧状態から大気圧状態へとなり、ゲート扉
９が開き、大気搬送機構１１により、ロードロック容器７内にある被処理基板１２が取り
出され、基板収納装置１０へと収められる。
【００４７】
　なお、本発明の実施形態として、平行平板型ＲＩＥプラズマ処理方式で述べたが、これ
が、ＩＣＰ方式やＥＣＲ方式、ＰＥ方式などのプラズマ処理方式であっても、同様の効果
が得られる。
【００４８】
　また、プラズマ処理容器１とは別に、帯電電荷除去用プラズマを発生させる前処理専用
の処理容器を別途配置することや、真空移載容器４のような容器で前処理をしても、同様
の効果が得られる。
【００４９】
　なお、前記様々な実施形態のうちの任意の実施形態を適宜組み合わせることにより、そ
れぞれの有する効果を奏するようにすることができる。
【図面の簡単な説明】
【００５０】
【図１Ａ】本発明の第一実施形態にかかるプラズマ処理装置の概略構成の平面図である。
【図１Ｂ】本発明の前記第一実施形態にかかるプラズマ処理装置のプラズマ処理容器の概
略構成の側面図である。
【図２】前記第一実施形態にかかるプラズマ処理装置の概略構成の側面図である。
【図３】従来のプラズマ処理装置の概略構成図である。
【図４】（ａ），（ｂ）は、それぞれ、従来のプラズマ処理装置の概略構成図と、従来の
プラズマ処理装置の概略構成での被処理基板の位置と表面帯電値との関係を示すグラフで
ある。



(9) JP 4598416 B2 2010.12.15

10

20

【図５】被処理基板の表面電位の上昇メカニズム概略図である。
【符号の説明】
【００５１】
　１　プラズマ処理容器
　１ａ　不活性ガス導入装置
　１ｂ　プロセスガス導入装置
　２　電極
　２ａ　高周波電源
　２ｂ　対向電極
　２ｃ　マッチングボックス
　３　真空排気装置
　４　真空移載容器
　４ａ　真空排気装置
　４ｂ　不活性ガス導入装置
　５　ゲート扉
　６　真空搬送機構
　６ａ　リフトピン
　６ｂ　リフトピン昇降装置
　７　ロードロック容器
　７ａ　真空排気装置
　７ｂ　不活性ガス導入装置
　８　ゲート扉
　９　ゲート扉
　１０　基板収納装置
　１１　大気搬送機構
　１２　被処理基板
　１０００　制御装置
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